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行
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〔
省

令
〕

〇
無
線
従
事
者
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
総
務
一
一
六
）

〇
国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究

所
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に

人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
経
済
産
業
八
七
）

〔
告

示
〕

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
二
二
八
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
二
二
九
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
十
七

条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危
機
対
応

業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
二
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
二
四
〇
八
〜
二
四
二
〇
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
国
土
交
通
一
四
五
三
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
一
四
五
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
〇
七
、
三
〇
八
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
同
三
〇
九
〜
三
一
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
一
五
〜
一
一
七
）

〔
人
事
異
動
〕

最
高
裁
判
所

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

人
事
交
流
を
希
望
す
る
民
間
企
業
の
公
募

（
人
事
院
）

指
定
流
通
機
構
の
登
録
業
務
の
休
止
に
つ
い

て
（
国
土
交
通
省
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
三
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
労
働
者

を
代
表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て（
同
）

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
に
係
る
交
通

政
策
審
議
会
の
意
見
に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
一
）

国
家
試
験

第
五
十
三
回
核
燃
料
取
扱
主
任
者
試
験
の
施

行
（
原
子
力
規
制
委
員
会
）

第
六
十
三
回
原
子
炉
主
任
技
術
者
試
験
筆
記

試
験
の
施
行
（
同
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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